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概要
日本の社会保障制度は、国民の安心、生活の安定を支えるセーフティネットであり、

社会保険、社会福祉、公的扶助、保健医療、公衆衛生からなる。

1, 社会保障は、国民の安心感を確保し社会経済の安定化を図るためのものであ

る。

2, 日本は、少子高齢化に伴い社会保障の給付と負担の内容が変化してきた。

3, 社会保障制度の安定的な財源を確保することが重要である。

4, 社会保障制度は、これまで、時々の情勢に応じて改革されてきたが、各制度が

複雑化・専門特化し、制度ごとの縦割りや制度間の不整合などの問題が指摘さ

れている。

5, 日本の社会保障制度は、戦後の混乱の中、国民の生活援護 (救貧)から始まつ

た。昭和 30年代に入ると、高度経済成長に伴い生活水準が上がり、国民皆保

険・皆年金へと発展する。昭和 50年に入ると高度経済成長期が終わり、安定

成長への移行と共に社会イ呆障制度の見直しが図られる。平成に入るとバブル経

済の崩壊と長期低迷となり、少子化問題が顕著になり社会保障制度の構造改革

が必要とされる。

所感
日本の社会保障制度は、他の先進諸国に比べそん色のないものになつているが、

制度体系が縦割りであり、またその時々に改革されてきたため複雑なものになつて

いる。

社会保障制度を支えてきたのは、「家族」、「雇用」、「地域」であり、社会とのつなが

りの中での安定した生活があつたからだ。

しかし、平成の時代になると、家族が単身化、雇用が不安定化、地域の人口減少

など社会構造が大きく変容したため、生活基盤が脆弱な人が増え格差の拡大と固定



化が進行してきた。そして社会とのつながりが弱い人や社会に複数リスクを抱える

人・世帯が増加した。また、若年者の未婚率が高まり、出生率が低下したため少子

化が加速した。このため、社会保障の給付と負担の内容が変化してきた。

このような環境の変化があり、日本の社会保障制度を持続させるためには、大き

な構造改革が必要となつている。

1,年齢に関わらず能力によつて負担をし、支えあうようにすること。
2,子供を産み育てたいと思えるように若い世代に支援すること。
3,地域での安心した生活を送るため、医療・介護・福社をはじめとする包括的ケ

アシステムの整備をすること。

4,地域における支え合い、助け合い機能の強化のため支援をすること。

などである。

社会保障制度は、国が行うものであるが急速に進む地方の少子高齢化、過疎化には

地方の自治体が今、手当しなければ手遅れになってしまう。

多様性の時代に対応するには、アウトリーチの考えで、職員が市民のもとへ出向き

多様な要望・課題の解決と地域のつながりの手助けをするところから始めたらよい

のではないか。

事務処理は、DXを推進することで人手を減らし、庁舎外での直接封応を増やして
いつたらいかがだろうか。

人女市は、広大な面積があり、また平野部から中山間地まである。農業が基幹産

業で少子高齢化が進んでいる。空き家が増える一方で、世帯数も増えている。単身

世帯、高齢者世帯などが増えているためだ。自動車免許返納された世帯の買い物な

ど日常生活の不安はいかばかりか。

還暦を迎え、定年を過ぎた人でも地域では若者である。これから地域を支えてい

くのは、この若者から下の人たちである。地域の運営は、ますます大変になつてい

くであろう。人女市として、地域を支えていく支援を望むものである。


